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■
五
〇
歳
台
を
中

心
と
す
る
管
理
職

層
の
生
々
し
い
実

態
が
明
ら
か
に
！ 

  

ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
者
は
、
五
〇

歳
代
が
中
心
と
な
っ
て
い
ま
す
。
通

常
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
あ
れ
ば
年
齢

層
、
役
職
等
が
満
遍
な
く
網
羅
さ
れ

て
い
る
と
全
体
が
把
握
出
来
た
良

い
ア
ン
ケ
ー
ト
と
な
り
ま
す
。
こ
の

ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
六
〇
歳
以
降
の

働
き
方
に
関
わ
る
「
定
年
延
長
制
」

を
聞
き
、
管
理
職

と
し
て
職
場
の
指
導
的
役
割
を
経

験
し
た
中
で
、
災
害
体
制
の
有
り
様
、

部
下
育
成
の
実
態
な
ど
を
聞
い
て

お
り
、
よ
り
生
々
し
く
切
実
な
実
態

が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

二
〇
二
二
年
年
明
け
か
ら
取
り
組
ん
だ
「
管
理
職
員
等
業
務
実
態
ア
ン
ケ

ー
ト
」
は
、
全
国
で
五
六
二
名
の
皆
さ
ん
に
ご
協
力
い
た
だ
き
ま
し
た
。
改
め

て
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。 

ア
ン
ケ
ー
ト
は
記
述
部
分
を
多
く
し
た
関
係
で
、
様
々
な
ご
意
見
を
頂
き
ま

し
た
。
多
く
の
人
が
共
有
し
て
い
る
意
見
、「
目
か
ら
鱗
」
の
斬
新
な
意
見
も

頂
い
て
い
ま
す
。
皆
さ
ん
、
ご
一
読
頂
き
管
理
職
ユ
ニ
オ
ン
に
感
想
・
意
見
を

伝
え
て
頂
け
れ
ば
幸
い
で
す
。 

本局関係ポスト 3.9% 

(2.5%) (11.9%) (1.8%) (2.3%) (5.3%) 

技官
87%

事務
官
13%

官 職
４０歳未満
1%

４０～４５歳
6%

４６～５０歳
22%

５１～５５歳
35%

５６～６０歳
36%

年齢分布
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一
方
で
自
治
体
支

援
は
国
、
自
治
体
双

方
で
要
員
の
充
実
が

必
要
！ 

 

二
〇
一
九
年
に
管
理
職
ユ
ニ
オ

ン
は
、
「
国
民
の
期
待
に
応
え
る
組

織
体
制
の
拡
充
と
共
に
管
理
職
員

の
処
遇
改
善
を
め
ざ
し
て(

案)

」
を

発
表
し
、
①
地
球
温
暖
化
の
影
響
も

あ
り
、
今
後
頻
発
す
る
状
況
の
中
で

「
災
害
体
制
の
拡
充
」 

②
社
会
資

本
が
老
朽
化
す
る
一
方
、
全
て
の
社

会
資
本
を
更
新
す
る
費
用
の
捻
出

は
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
「
社
会

イ
ン
フ
ラ
の
適
切
な
維
持
管
理
」

「
施
設
の
長
寿
命
化
」 

③
社
会
資

本
の
維
持
管
理
を
担
う
自
治
体
の

技
術
者
不
足
を
補
え
る
組
織 

と

し
て
国
土
交
通
省
を
位
置
づ
け
、
増

員
を
行
う
べ
き
と
提
案
し
ま
し
た
。 

こ
の
体
制
充
実
の
方
針
に
は
、

92
％
の
支
持
を
得
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
「
各
自
治
体
も
適
切
に
管
理

が
行
え
る
体
制
を
確
保
し
て
お
く

こ
と
が
大
前
提
」
と
の
意
見
も
あ
り
、

国
土
全
体
の
防
災
と
復
旧
、
社
会
資

本
の
維
持
管
理
を
考
え
れ
ば
、
自
治

体
の
技
術
者
充
実
も
必
要
な
こ
と

だ
と
考
え
ま
す
。 

 
 

賛成する
92%

反対する
0%

他にすべきことある
3%

その他
4%

未回答
1%

【設問１ー１】 

 2019 年の大会において発表した「国民の期

待に応える組織体制の拡充と共に管理職員の

処遇改善をめざして(案)」において、①今後頻

発する災害に対応する組織 ②社会資本老朽

化「施設の長寿命化」に対応する組織 ③自治

体の技術者不足を補える組織 として国土交

通省を位置づけ増員を行うべきと提案しました

が、それについてどの様に考えますか。 

①賛成する ②反対する ③他にすべきこと

がある ④その他 

（設問１）国土交通省の 
将来像について 

●国民・建設業界から信頼される体制を 

❶ 縦割りな個別交通行政の改革。陸運（道路整備）、

海運、鉄道、航空など交通に関するほとんどの部分を

所掌している国土交通省であるのに道路は道路、鉄

道は鉄道など、現状はバラバラであり弊害が大きいと

思う。日本全体のさまざまな交通を一元的にどうすべ

きか考えるべきである。 

❷ 全てに反対ではありませんが、建設産業の民主

化、適正な発注ができる組織・人材育成などを求め、

建設産業界からも信頼と期待を得ることが必要だと

思います。 

●技術力の維持向上を本気で 

❶ データ化デジタル化が進む中、我々に必要な

のは「技術力」や「現場力」。実情手続きだけ固執

し、本来必要な法律の知識、事業の目的、技術力

が年々低下している。特に上になる程顕著だ。人

を増やすなり職員の存在意義を考えるべき。 

❷ 人や組織によって、業務量の濃淡が見られま

す。それらを均等にするためにも増員を訴えてい

くだけでなく、限られた資源（人、時間、予算）をい

かに効率よく配分して業務を進めていけるかを自

分たちでも考える必要があると思う。 

●アウトソーシングは諸刃の剣 

❶アウトソーシングを進めることはやむを得ないと思うが、コンサルの提案を適切に判断するためには現場経験

が不可欠だと思うので、現場を経験するための事業を残しつつあとはアウトソーシング主体の公共事業管理がで

きる体制とするべき 

❷現場技術員が増員されているが、現場技術員が活躍できる状況を作っているのか疑問に感じています。災害対

応においても、協力できる体制が確立される必要があると考えております。 


